
コード番号 特例市

市町村名 Ｉ－６

第1次 第3次

国 　　　２２年 1,497 人 211,269 人 就 22 年 2,210 人 100,950 人

　　　１７年 1,478 人 202,324 人 業 国調 1.4 ％ 66.1 ％

調 　　　増加率 1.3 4.4 % 人 17 年 3,109 人 97,598 人

     27. 1.  1 口 国調 2.0 ％ 63.8 ％

     26. 1.  1

１ Ａ

２ Ｂ

３ C

５ E

６ F

７ G

８ H

９ I うち財調基金

10 J うち減債基金

うち技能労務員

法適用

の有無

上 水 道 有 88

病 院 有 1,039 国

下 水 道 有 95 保

食 肉 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 食 肉 市 場 無 3 会

農 業 集 落 排 水 無 0 計

競 輪 - 5 の

介 護 保 険 - 30 状

後 期 高 齢 者 医 療 - 12 況 458,177    円被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

教   育   長

691,000    円

23. 12. 1

1,204,903 千円

1,560,734 千円

42,107 世帯

101,010 　円

18.  4.  1

902,000    円

46.6%

一人当り平均給料
（報酬）月額

589,000    円

特　　　　　別　　　　　職　　　　　等

地 方 債 現 在 高

18.  4.  1議 会 議 員

629,000    円

529,635    円

連結実質
赤字比率

交付団体

近畿・中部

指数表選定

事務の共同処理
の状況

税務事務
し尿処理
そ の 他

健
 

全
 

化
 

判
 

断
 

比
 

率

実質赤字比率

11.3%

将来負担比率

△ 2,114,750

被保険者一人当り保険料調定額

1,492,858 6,594,318

-

実質公債費比率

の　　繰　　入

普通会計から

167,555   円

1,099,000    円

収 支 額

議 会 議 長

議会副議長

一 世 帯 当 り 保 険 料 調 定 額

18.  4.  1

69,847 　 人

955,850 0

被 保 険 者 数

加 入 世 帯 数 （ 27.3.31 ）

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

8,088 158,284

427,220

教 育 公 務 員 48,796 358,794

消 防 職 員 319 101,201

136

317,245

22,367769,374

571,485 323,604

公
　
営
　
事
　
業
　
の
　
状
　
況

事　　　業　　　名 収　支　額 職　員　数

7,761

965,217

22,386 2,686,929

1,337,017 2,814,418

臨 時 職 員 -　　                  -                  -

合　　　　　計 1,766

18.  4.  1

改定実施
年月日

18.  4.  1市         長

区　　　　分

副 　市 　長

一 般 職 員 1,311 421,488 321,501

142 45,651 321,486

一　　　　　　　　般　　　　　　　　職　　　　　　　　員　　　　　　　　等 74,745,963

区　　　　　　　　分
職員数　Ａ
27.4.1現在

27年4月分
給料総額　Ｂ

一人当り支給月額
B/A　　（円）

収 益 事 業 収 入 100,000

債務負担行為額 48,470,120

積 立 金 現 在 高 26,521,665

積 立 金 取 崩 し 額 0 0 10,110,529

繰 上 償 還 金 164,397 0

実質単年度収支（F+G+H-I） 1,661,306 △ 330,459 302,576

15.5

積 立 金 971,007 7,181 起 債 制 限 比 率 9.5

単 年 度 収 支 525,902 △ 337,640 公債費負担比率

実 質 収 支 （ C-D ） 2,480,219 2,142,579 公 債 費 比 率

歳 入 歳 出 差 引 額 （ A ‐ B ） 2,932,602 2,491,622 財 政 力 指 数

４ 翌年度へ繰り越すべき財源 D 452,383 349,043 実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　　　　　　分 平成25年度 平成26年度 基準財政需要額

標 準 財 政 規 模 69,301,444

50,257,035

歳 出 総 額 104,422,929 109,014,587

住民
基本
台帳

312,753 人 35. 10. 1以降の合併状況 34.2 ％

313,203 人 　　　　　　17.2.7楠町と合併 区　　　分 指　　数　　等 指定団体等の状況

面　　積

1.3 ％ - 52,301 人

歳 入 総 額 107,355,531 111,506,209 基準財政収入額

205.53 km2 32.5 ％

決　　　算　　　状　　　況　　　 四日市市 26年度交付税種地区分

307,766 人 205.58 km2

人　　　　　　　　　　　　口

242021

産　　　　業　　　　構　　　　　造

区　　　　分 第2次

人口
密度

人口集中
地区人口

三重県
平　　成　 26　年　　度

都道府県名

303,845 人

9.4

0.990

-

市　町　村　類　型

49,827,488

3.1

49,691 人

経常収

支比率

20.6

－

9.8

17.0

内 17.0

訳 一時借入金利子        0.0 

47.4

16.6

2.5

14.1

8.3

88.9

普通建設事業費 経常経費充当一般財源等

内 う

ち 経常一般財源等

訳 災害復旧事業費

失業対策事業費 歳入一般財源等

経常一般財源比率

基準 100

─

税額 75

個 人 分

法 人 分

1号

2号

3号

4号

5号

　

4.4

111,506,209合 計

地 方 債 6,808,400

690,589

72,567,634

構成比

1.4/100　　

合　　　　　計

増減率

3.2

決算額

議　　会　　費

37,291,867

13,474,628

19,709,899

5,242,903

0.7

67,487,787100.0

6.1

1.6 0.4

0.5

0.1

126,134

39,500

1,749,810

6,417,018

377,276

70,496,965

721,049

0.8

15,446,247

117,667

う ち 職 員 給

公 債 費0.6

1,167,687

411,969

235,986

11,630,012

23,388,812

11,714,939

0.2

1.7

扶 助 費

11,698,185

16,754

10.8

10.8株式等譲渡所得割交付金

1,167,687 1.1地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

0.2

寄 附 金

手 数 料

ゴルフ場利用税交付金

地 方 交 付 税

地方特例交付金

普　　通

自動車取得税交付金

小 計

交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

3,711,751

国 庫 支 出 金

使 用 料

特　　別

地方消費税交付金

93,898

932,232

1,814,488

182,913

2,550,279

3.3

諸 収 入

526,507

2,932,602

4,937,165

繰 入 金

繰 越 金

都道府県支出金

財 産 収 入

13.9

四日市市

1.6

63.3

56,760

800,469

0.1

0.1

0.6

10,182,15910.7

3,711,751

235,986 0.3 元 利 償 還 金

0.0

6,670,928

16,754

11,622,845

0.2

2.3

市町村名

歳　　　　　　　　　　　入

88.0

決算額

2.6

5.5

0.1

0.2

特例市市町村類型

性　　　　 質　 　　　別　　　 　歳　 　　　出

財源等 Ｋ

平成26年度決算状況

Ｋの

構成比

充当一般

財源等

経常経費充当

14,337,117

決算額

地 方 税

構成比区　　　分

61,898,681 55.5

経常一般

14.6

構成比

59,359,179

1,749,810

117,667

126,134

182,913

1,749,810

93,898

411,969 0.4

0.1

0.3

2.6 積 立 金

投資・出資・貸付金

補 助 費 等

繰 出 金

4,694,20713.0

516,603

 ※減収補填債（特例分）
及び臨時財政対策債を
除く        (89.8)

13.0 4,699,091

経常収支比率

う ち 人 件 費 0.5

67,156,994 99.5

0.1

259,310

4,434,897

0.0

5.5

5,625,761

11,622,845

9,603,946

1,697,675

16,754

11,606,091

32,334,665

11,336,673

60,598,720

7.5

補　　　助

単　　　独

75,059,256

67,487,7874,884

8,118,043

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　分

66.5100.0109,014,587合　　　　　計

28,672,540

労　　働　　費2,325,605

総　　務　　費

衛　　生　　費

民　　生　　費

市
民
税

△ 3.6

576,845

8.7

8.6

47.1

0.9

3.92,412,207

576,088

0.5

61,898,681 100.0

固 定 資 産 税

合　　　　　計

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況

市
民
税

個
人
分

所
得
割

法
人
分

8号   1,750,000

9号   3,000,000

（円）

前年度繰上充用金

消　　防　　費

教　　育　　費

424,571

3.4

14,741,495

10.6

34.2

0.9

商　　工　　費

111,293

969,955

3,740,814

11,526,049

12.4

農林水産業費

土　　木　　費

8,419,217

12,289,301

3,052,952

13.5

0.1

29.8 96.5

滞納繰越分

29.5 97.4

計

95.429.9

72,567,634100.0

99.0

109,014,587

99.2

98.7

現年課税分

11,622,845公　　債　　費

諸　支　出　金

11,714,939 10.8

4,884

3.53,811,718

10,893,420

47,820

10.0

災 害 復 旧 費 0.0

5,377,794

2,295入 湯 税

旧 法 に よ る 税

目 的 税

内
　
訳

水利地益税等

1.2

0.0

事 業 所 税

都 市 計 画 税 2,539,502

2,835,997

8.9

3.54.6

4.1

1.4

2.4

法人税割
13.5/100（平成26年10月1日以後に開
始する事業年度から10.9/100）
［標準税率　9.7/100］

120,000

130,000均等割

150,000

50,000 6号      400,000

160,000

市 た ば こ 税

特別土地保有税

5,811,095

30.0

9.4

29,135,302

市民税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

区　　　分 構成比

市　　　　　　　　　　　　税

決算額

100.0

標準税率

×

19,850

2.6

0.3

0.0

1.0

前 年 度 繰 上 充 用 金

投 資 的 経 費

18,586,195

254,183

56,760

5.8

0.0

6,047,776

516,603

14,165,819

14,213,639

47,820

－

6,670,844

一般財源等
区　　　　分

15,915,490人 件 費

21.5

14,040,976

小 計

維 持 補 修 費

15,030,192

46.9

物 件 費 14,210,863

2,169,920 2.0

32,630,890

11,752,796

51,019,241

1,697,675

13,560,198

2,481,820

2.0

11,606,091

7,662,721 7.0 6,501,927

13.0

2.3

1,725,0572,226,191

13.8

計

超　　過

収入済額

424,571

7号      410,000

特別区調整納付金

徴
収
率

区 分

市 民 税

97.4

690,353

9,940,805

17,259,907

充当一般
財源等

自主財源比率

0.6

94,846

794,289

7,210,538

1,187,697

標準税率に対
する比率1.0

3,500円等
均

割

固定資産税


